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【施設入所支援】【共同生活援助】 共通

・地域連携推進会議の設置

・新興感染症発生時等の対応を行う医療機関との連携

・障害者支援施設等感染対策向上加算

・新興感染症等施設療養加算



地域連携推進会議の設置

利用者

地域の関係
者

市町村担当者等

福祉・経営に
知見のある者

福祉に知見
のある者

利用者家族

支援の質の確保

地域連携推進会議とは 会議の構成例

共同生活援助

施設入所支援

地域の関係者を含めた外部の方が参画し、施設と地域

等が連携することにより地域との関係づくりやサービ

スの透明性・質の確保、利用者の権利擁護等を実現す

るための会議体。

利用者及びその家族、地域住民の代表者、福祉や経営

について知見を有する方や市町村の担当者などにより

構成。



① 年１回以上、事業所の運営状況を報告するとともに必要な要望、助言等を

聴く機会を設けること。

② 会議での報告・要望・助言等についての議事録を作成、公表すること。

③ 年１回以上、構成員が事業所を見学する機会を設けること。

議事録は５年間保存すること

複数の共同生活住居（サテライトを含む）を
設置している場合は、住居ごとに見学する機
会を設けること

令和７年３月３1日までは努力義務

共同生活援助

施設入所支援支援の質の確保

地域連携推進会議の設置



運営基準の見直し

共同生活援助

施設入所支援

第二種協定医療機関とは・・・発熱外来や自宅療養者等に対する医療の提供を行う医療機関として
都道府県知事が指定した病院、診療所など

医療機関との連携強化・感染症対応力の向上

新興感染症発生時等の対応を行う医療機関との連携

第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応を取り決める
よう努めなければならない（努力義務）。

【取り決め内容】

診療、相談、入院の要否の判断、入院調整等

協力医療機関が第二種協定指定医療機関である場合においては、当該第二種協
定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応について協議を行わな
ければならない（義務）。



以下の①から③までのいずれにも適合するものとして市に届け出た指定施設入所支援等

① 第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応を行う体制を確保して
いること

② 感染症の発生時に、協力医療機関等と連携し適切に対応することが可能であること

③ 医科診療報酬点数表の感染対策向上加算又は外来感染対策向上加算に係る届出を行った
医療機関が行う院内感染対策に関する研修又は訓練に１年に１回以上参加していること

障害者支援施設等感染対策向上加算（Ⅰ）

感染対策向上加算に係る届出を行った医療機関から、３年に１回以上施設内で感染者が
発生した場合の感染制御等に係る実地指導を受けている場合

障害者支援施設等感染対策向上加算（Ⅱ）

障害者支援施設等感染対策向上加算Ⅰ・Ⅱ（新設）

医療機関との連携強化・感染症対応力の向上
共同生活援助

施設入所支援



入所者が別に厚生労働大臣が定める感染症(※)に感染した場合に、相談対応、

診療、入院調整等を行う医療機関を確保している指定障害者支援施設等にお

いて、当該入所者に対し、適切な感染対策を行った上で、指定施設入所支援

等を行った場合に、１月に１回、連続した５日を限度として所定単位数を

加算する。

※別に厚生労働大臣が定める感染症については、今後のパンデミック発生時に

必要に応じて指定。

新興感染症等施設療養加算（新設）

医療機関との連携強化・感染症対応力の向上
共同生活援助

施設入所支援



【施設入所支援】
・一般原則の見直し

・地域移行等意向確認担当者の選任等

・基本報酬の定員区分の見直し

・地域移行支援体制加算

・地域移行促進加算

・夜間看護体制加算

・通院支援加算

・夜勤職員配置体制加算



利用者の自己決定の尊重及び意思決定の支援に配慮しつつ、利用者の地域

生活への移行に関する意向を把握し、当該意向を定期的に確認するととも

に、地域生活支援拠点等又は相談支援事業者と連携を図りつつ、利用者の

希望に沿って地域生活への移行に向けた措置を講じなければならない。

利用者の当該指定障害者支援施設等以外における指定障害福祉サービス等

の利用状況等を把握するとともに、利用者の自己決定の尊重及び意思決定

の支援に配慮しつつ、利用者の当該指定障害者支援施設等以外における指

定障害福祉サービス等の利用に関する意向を定期的に確認し、相談支援事

業者と連携を図りつつ、必要な援助を行わなければならない。

施設入所支援地域移行を推進するための取り組みの推進

指定障害者支援施設等の一般原則の見直し



すべての入所者に対して地域生活への移行に関する意向や施設外の日中活動系サービスの
利用の意向について確認し、本人の希望に応じたサービス利用になるようにしなければな
らない。

地域移行等意向確認は、担当者が中心となり、少
なくとも６月に１回以上は行うことが望ましい。

サービス管理責任者又は相談支援体制や障害福祉
サービス提供体制に知識を有する者を選任するこ
とが望ましい。

地域移行等意向確認等に関する指針に基づき、地
域移行等意向確認等を実施し、アセスメントの際
に把握又は確認した内容をサービス管理責任者に
報告するとともに、施設障害福祉サービス計画の
作成に係る会議に報告しなければならない。

地域移行等意向確認担当者の選任

地域移行等意向確認担当者の選任等【新設】

施設入所支援地域移行を推進するための取り組みの推進

以下の内容を含めることが望ましい。

ア 地域移行等意向確認等の時期

イ 地域移行等意向確認担当者の選任方法

ウ 地域移行等意向確認等の実施方法及び実施体制

エ 地域における障害福祉サービスの体験的な利用
に係る支援その他の地域生活への移行に向けた
支援の内容

オ 地域の連携機関

地域移行等意向確認等に関する指針



体制が整備されていない場合は・・・

【新設】地域移行等意向確認体制未整備減算 ５単位／日

（令和８年度から減算を実施）

地域移行等移行確認担当者
の選任

地域移行等意向確認等に
関する指針の作成

令和６年度～ 努力義務

令和８年度～
義務化

地域移行等意向確認担当者の選任等【新設】

施設入所支援地域移行を推進するための取り組みの推進



20人ごと
⇩

10人ごと

に変更

改正前

施設入所支援基本報酬の定員区分の見直し

改正後



【要件】

① 前年度において、障害者支援施設等を退所し、退所から６月以上、地域での

生活が継続している者（指定共同生活援助事業所等へ入居している者又は賃

貸等により地域で生活している者）がいること。

② 前年度における障害者支援施設等の退所から６月以上、地域での生活が継続

している者の実績を踏まえて、翌年度から入所定員を、障害者支援施設等を

退所し、退所から６月以上、地域での生活が継続している者の人数分減少さ

せていること。

※１年間を限度として１日につき所定単位数に当該利用定員の減少数を乗じて得た
単位数を加算する。

地域移行支援体制加算【新設】

施設入所支援地域生活への移行を推進するための評価の拡充



体験宿泊
支援加算

改正前 改正後

地域移行促進加算Ⅰ

地域移行促進加算Ⅱ

地域移行促進加算Ⅰ・Ⅱ【新設】

施設入所支援地域生活への移行を推進するための評価の拡充

 従来の『体験宿泊支援加算』が名称変更

 市により地域生活支援拠点等に位置付けられていること

 従来の算定要件に加えて、市や関係機関との連携担当者を１名以上配置している
ことを市へ届け出ていることが必要

 宿泊を伴わない地域生活への移行に向けた支援を職員が同行した上で実施

(例)・共同生活援助や生活介護等の通所事業所への見学や事業所内での食事体験

・地域の活動（自治会等の地域様々な主体が開催する催し等）

 月に３回まで算定可能

 指定障害者施設の昼間実施サービスの時間帯に入所者に対して実施したものにつ
いても加算対象



算定要件は従来と同一。

生活支援員に代えて複数の看護職員を配置して指定施設入所支援等の
提供を行った場合、35単位に看護職員１に加えて配置した人数を乗じ

て得た単位数に所定単位数（６０単位／日）を加えた単位数を加算。

複数の看護職員を配置した場合は、

60単位／日＋35単位／日×１を超えて配置した人数

が算定できます。

夜間看護体制加算【見直し】

施設入所支援夜間看護体制加算の拡充



指定障害者支援施設等に入所する者に対し、通院に係る支援を実施した
指定障害者支援施設等について、１月に２回を限度として算定（指定

障害者支援施設の昼間実施サービス(※)の時間帯において、入所者に対

して実施したものについても加算の対象）。

※指定障害者支援施設等が提供する施設障害福祉サービスのうち施設入所支援

を除いたもの。

【要件】

入所者が病院又は診療所に通院する際に、当該指定障害者支援施設の
職員が同行すること。

通院支援加算【新設】

施設入所支援通院支援に対する評価の新設



入所者の動向を検知できる見守り機器を入所者数の15％以上設置
している場合、夜勤職員配置体制加算の要件を緩和する。

〇前年度の利用者の数の平均値が21人以上
40人以下の場合

⇒ 夜勤 2人以上

〇前年度の利用者の数の平均値が41人以上
60人以下の場合

⇒ 夜勤 3人以上

〇前年度の利用者の数の平均値が61人以上の場合

⇒ 夜勤3人に、前年度の利用者の数の平均値
が60を超えて40又はその端数を増すごと
に１人を加えて得た数以上

「見守り支援機器を一定数設置している場合」の要件を追加

〇前年度の利用者の数の平均値が21人以上40人以下の場合

⇒ 夜勤 1.9人以上

〇前年度の利用者の数の平均値が41人以上60人以下の場合

⇒ 夜勤 2.9人以上

〇前年度の利用者の数の平均値が61人以上の場合

⇒ 夜勤3人に、前年度の利用者の数の平均値が60を
超えて40又はその端数を増すごとに1人を加えて
得た数以上

（加える数を1人に限り0.9とすることができる）

夜勤職員配置体制加算【見直し】

施設入所支援夜勤職員体制加算の要件の緩和

改正前 改正後



【共同生活援助】
・基本報酬区分の見直し

・人員配置体制加算

・日中支援体制加算

・自立生活支援加算

・退去後の支援



例）介護サービス包括型の場合

共同生活援助サービス費（Ⅰ）

世話人の配置 4：1以上

共同生活援助サービス費（Ⅱ）

世話人の配置 5：1以上

共同生活援助サービス費（Ⅲ）

世話人の配置 6：1以上

廃 止

共同生活援助サービス費（Ⅰ）

世話人の配置 6：1以上

廃 止

人員配置体制加算

基準を超えた配置を評価

各 種 加 算

共同生活援助サービス費（Ⅳ）

体験利用

共同生活援助サービス費（Ⅱ）

体験利用

共同生活援助

基本報酬区分の見直し

支援の実態に応じた報酬の見直し

改正前 改正後



【特定従業者数換算方法とは】

従業者の１週間の勤務延べ時間数を除するべき時間数を４０時間として、従業者の員数に換算する方法。

事業者が定めた所定労働時間が週４０時間以下の場合でも、週４０時間で換算する。

※有給休暇や病気休暇を加配時間に含めることは不可。

例）介護サービス包括型の場合

共同生活援助支援の実態に応じた報酬の見直し

人員配置体制加算【新設】

※個人単位で居宅介護等を利用する場合の特例の適用をうける利用者の場合



共同生活援助支援の実態に応じた報酬の見直し

日中支援加算（Ⅱ）の見直し

対象：介護サービス包括型

日中サービス支援型

外部サービス利用型

要件：生活介護等利用者が心身の状況等に

より、サービス利用ができないとき

又は就労することができないときに、
当該利用者に対し、日中に介護等の

支援を行った場合であって、当該支

援を行った日が１月につき２日を超

える場合、３日目以降について加算

対象：介護サービス包括型

外部サービス利用型

要件：生活介護等利用者が心身の状況等に

より、サービス利用ができないとき

又は就労することができないときに、

当該利用者に対し、日中に介護等の

支援を行った場合に、当該支援を行

った日１日につき加算

改正前 改正後



自立生活支援加算 自立生活支援加算Ⅰ
 介護サービス包括型、外部サービス利用型が対象
 １０００単位／月
 ６月間に限り算定可能

 日中サービス支援型が対象
 ５００単位／月
 従来の算定要件と同一

 介護サービス包括型、外部サービス利用型が対象
 利用期間により単位数が変動
 『移行支援住居』の利用者が対象

共同生活援助一人暮らし等に向けた支援の充実

自立生活支援加算の拡充

改正前 改正後

自立生活支援加算Ⅱ

自立生活支援加算Ⅲ



自立生活支援加算Ⅰ（介護サービス包括型・外部サービス利用型）

対象者
すでに共同生活住居に入居している利用者

（本人が居宅における単身等での生活を希望し且つ可能と見込まれる利用者）

算定期間 変更後の個別支援計画を利用者に交付した月から６月間

要件
・利用者の意向確認後、個別支援会議を開催し、個別支援計画の見直しが必要

・一人暮らし等に向けた支援（住居の確保に係る支援、生活環境の変化に伴い必要となる情報の
提供や助言、関係機関との連絡調整等）の実施が必要

その他

以下の場合はさらに加算

・居住支援法人又は居住支援協議会に対して、月に１回以上、利用者の住宅の確保及び居住の
支援に必要な情報を共有した場合（３５単位/月）

・居住支援法人と共同して、利用者に対して在宅での療養上必要な説明及び指導を行った上で、
（自立支援）協議会や保険・医療・福祉等の関係者による協議の場に対し、住宅の確保及び
居住支援に係る課題を報告した場合（５００単位/月）

共同生活援助一人暮らし等に向けた支援の充実

自立生活支援加算の拡充



【移行支援住居】

共同生活援助一人暮らし等に向けた支援の充実

自立生活支援加算の拡充

自立生活支援加算Ⅲ（介護サービス包括型・外部サービス利用型）

〇退去後に一人暮らし等への移行を希望する利用者のみが入居

〇定員２名以上７名以下、あらかじめ市へ届け出が必要

〇人員基準上配置が必要なサービス管理責任者とは別に、移行支援住居に従事する
サービス管理責任者（社会福祉士又は精神保健福祉士の有資格者）を７：１以上

配置（本体となる事業所や別事業所のサービス管理責任者以外の職種との兼務は

可能）

〇移行支援住居を設けた場合、インターネット等を活用して公表が必要



共同生活援助一人暮らし等に向けた支援の充実

自立生活支援加算の拡充

自立生活支援加算Ⅲ（介護サービス包括型・外部サービス利用型）

対象者
『移行支援住居』の利用者

（本人が居宅における単身等での生活を希望し且つ可能と見込まれる利用者）

算定期間 移行支援住居入居から３年 （市が認める者については３年を超えて算定が可能）

要件

・移行支援住居への入居に際して、会議を開催した上で個別支援計画の作成が必要

・一人暮らし等に向けた支援（住居の確保その他退去後の一人暮らし等に移行するための活動に
関する相談、外出の際の同行、関係機関との連絡調整等の支援）の実施が必要

・居住支援法人又は居住支援協議会に対して、定期的に、利用者の住宅の確保及び居住の支援に
必要な情報を共有すること

・居住支援法人と共同して、利用者に対して在宅での療養上必要な説明及び指導を行った上で、
（自立支援）協議会や保険・医療・福祉等の関係者による協議の場に対し、住宅の確保及び
居住支援に係る課題を定期的に報告



グループホームを退去した利用者（自立生活支援加算（Ⅰ）又は（Ⅲ）を算定していた

者に限る）に対し、当該利用者の居宅を訪問して要件を満たす内容の支援行った場合に、

退去日の属する月から３月間（引き続き支援することが必要と市が認めた利用者に対し

ては６月間）に限り、算定可能。

共同生活援助一人暮らし等に向けた支援の充実

退去後の支援

退去後（外部サービス利用型）共同生活援助サービス費

【要件】
・利用者の一人暮らし等への移行に当たって会議を開催した上で、利用者の意向を反映し

た個別支援計画を作成すること。

・おおむね週１回以上、利用者の居宅を訪問することにより、当該利用者の心身の状況、

その置かれている環境及び日常生活全般の状況等の把握を行い、必要な情報の提供及び

助言並びに相談、指定障害福祉サービス事業者等、医療機関等との連絡調整等の支援を

実施すること。



【短期入所】

・基本報酬の見直し

・地域生活拠点である場合の加算の見直し

・医療的ケア対応支援加算

・重度障害児・障害者対応支援加算



福祉型強化特定短期入所サービス費（Ⅰ） （障害者向け）

短期入所基本報酬の見直し

看護職員を常勤で１人以上配置している短期入所事業所において、医療的

ケアが必要な児者に対して、日中のみの支援を行った場合に算定。

（一）区分６ 1,107単位／日

（二）区分５ 977単位／日

（三）区分４ 846単位／日

（四）区分３ 784単位／日

（五）区分１及び２ 715単位／日

福祉型強化特定短期入所サービス費（Ⅱ） （障害児向け）

（一）区分３ 977単位／日

（二）区分２ 816単位／日

（四）区分１ 714単位／日



地域生活支援拠点等として、短期入所等を行った場合に、利用を開始した日について、

１日につき所定単位数に１００単位を加算。

加えて

市町村及び基幹相談支援センター等との連携及び調整に従事する者を１以上配置し、

医療的ケアが必要な児者、重症心身障害者又は強度行動障害を有する児者に対し、

短期入所等を行った場合に、利用を開始した日について、１日につき所定単位数に

２００単位を加算。

短期入所緊急時の重度障害者の受入機能の充実

地域生活支援拠点等である場合の加算の見直し

改正前

改正後

地域生活支援拠点等として、短期入所等を行った場合に、利用を開始した日について、

１日につき所定単位数に１００単位を加算。



看護職員(※)を必要とされる数以上

配置した上で、医療的ケアが必要

な児者に対し、指定短期入所等を

行った場合に、１日につき、所定

単位数を加算。

※福祉型短期入所サービスの場合

看護職員は常勤・非常勤どちらでも可

福祉型短期入所サービスが対象に

短期入所医療的ケア児者の受入体制の拡充

医療的ケア対応支援加算【見直し】
重度障害児・障害者対応支援加算【見直し】

医療的ケア対応支援加算

区分５もしくは区分６又は障害児

支援区分３に該当する利用者の数

が当該指定短期入所事業所等の利

用者の数に１００分の５０を乗じ

て得た数以上である場合に、１日

につき、所定単位数を加算。

重度障害児・障害者対応支援加算



横断的事項の動画も是非ご覧ください。

ご視聴ありがとうございました。


